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ように定式化しよう。
































dA/dX ≧ 0                                 (5)
を仮定しよう。時間距離関数TはCBDまでの所要時間を示
す関数であり、
dT/dX ≧ 0, d2T/dx2  こ 0 (6)
を仮定する。同様に通勤費用関数CはCBDまでの所要費用
を示す関数であり次式を仮定する。





























Fl  =Us ― μp
F2  = uz _ λ
F3 =uQ_ μ RQ





















































δ Qi=Σk ξ31kδ ck+0(c2)

















η ji = Σkκkξdik                (20)
と定義すれば、式(19)は以下のように簡略化できる。
δSi=,1l δt,0(e2),  δzl=η21 δt,0(e2)
δQi=η3iδt↓0(e2), δ xi=,4i δt+0(c2)(21)
ここで、以後の便宣を図るために無限小作用素をLie記
号老用いて以下のように定義しよう。
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a) (Casel-1)  ξ ll〈0,ξ21(0,ξ31(0,ξ41)0, ξ 12(0,
ξ22(0,ξ32(0,ξ42〉0
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